
７ 休 暇 制 度

(1) 年次有給休暇の付与・取得状況

年次有給休暇の付与日数（繰り越し分は除く）は、全体で16.6日となっている。

また、取得日数は6.2日で、取得率は37.3％となっている。取得率を産業別にみると

「情報通信業」が最も高く 「宿泊業，飲食サービス業」が最も低くなっている。、

（第30表）

労働組合の有無別にみると、年次有給休暇の付与日数は、労働組合の有る事業所で

は中小企業、大企業ともに17.3日となっており、取得率は労働組合の有る事業所

では、中小企業で41.0％、大企業で39.3％となっている （第31表）。

第30表 年次有給休暇の付与・取得状況

第31表 労働組合の有無別年次有給休暇の付与・取得状況

付与
日数

取得
日数 取得率

付与
日数

取得
日数 取得率

付与
日数

取得
日数 取得率

日 日 ％ 日 日 ％ 日 日 ％

 産 業 計 16.6 6.2 37.3 16.6 6.2 37.3 16.7 6.2 37.1

　建　設　業 17.2 6.4 37.2 17.1 6.5 38.0 19.2 5.0 26.0

　製　造　業 17.0 7.0 41.2 16.9 6.8 40.2 18.7 10.0 53.5

　情報通信業 17.7 9.1 51.4 17.5 9.7 55.4 17.9 8.4 46.9

　運輸業，郵便業 16.4 5.5 33.5 16.1 5.9 36.6 17.5 3.2 18.3

　卸売業，小売業 16.0 4.6 28.8 16.1 4.1 25.5 16.0 5.0 31.3

　金融業，保険業 18.6 8.2 44.1 17.8 6.5 36.5 18.8 8.6 45.7

　宿泊業，飲食サービス業 15.3 3.1 20.3 15.2 3.1 20.4 15.6 3.3 21.2

　生活関連サービス業，娯楽業 13.1 3.3 25.2 13.2 3.2 24.2 13.1 3.3 25.2

　医療，福祉 16.2 7.1 43.8 16.4 7.4 45.1 15.8 6.7 42.4

　複合サービス事業 17.0 7.6 44.7 15.4 8.2 53.2 17.6 7.4 42.0

　サービス業 16.0 6.7 41.9 15.8 6.3 39.9 16.7 7.9 47.3

大　企　業
区　　分

規　模　計 中 小 企 業

労組有 労組無 労組有 労組無 労組有 労組無 労組有 労組無 労組有 労組無 労組有 労組無

日 日 日 日 ％ ％ 日 日 日 ％ ％

産 業 計 17.3 16.4 7.1 6.0 41.0 36.6 17.3 15.6 6.8 5.2 39.3 33.3

大　　企　　業
付与日数 取得日数 取 得 率 付与日数 取得日数 取 得 率区　分

中　小　企　業





８ 育児・介護休業制度

(1) 育児休業制度

ア 育児休業制度の規定状況

育児休業制度を労働協約、就業規則等で定めている事業所の割合は、中小企業で

86.6％、大企業で100.0％となっている。このうち中小企業では2.4％、大企業では

2.7％が休業中の全期間又は一部期間有給となっている。

取得可能な休業期間は、中小企業、大企業ともに「子が１歳に達するまで」が最

も多くなっている （第32表、第14図）。

第32表 育児休業制度の規定状況

単位：％

子が１歳に
達するまで

子が１歳６ヶ
月に達するま
で

子が３歳に達
するまで

子の小学校就
学まで

その他

 産 　業 　計 規 模 計 89.7 57.4 33.2 4.9 2.2 2.3 2.5
中小企業 86.6 62.8 30.4 4.5 0.3 1.9 2.4
大 企 業 100.0 42.0 41.3 5.7 7.7 3.2 2.7

　建　設　業 中小企業 80.4 60.5 31.0 3.9 0.8 3.9 1.9
大 企 業 100.0 25.0 56.3 - - 18.8 12.5

　製　造　業 中小企業 91.0 62.8 32.8 3.1 0.3 0.9 3.4
大 企 業 100.0 47.1 35.3 5.9 - 11.8 5.9

　情報通信業 中小企業 100.0 66.7 33.3 - - - -
大 企 業 100.0 66.7 33.3 - - - 16.7

　運輸業，郵便業 中小企業 86.5 68.8 20.8 9.1 - 1.3 2.6
大 企 業 100.0 53.3 40.0 - - 6.7 -

　卸売業，小売業 中小企業 82.1 68.1 27.8 2.3 - 1.9 2.3
大 企 業 100.0 45.8 44.4 6.3 1.4 2.1 0.7

　金融業，保険業 中小企業 100.0 22.2 72.2 5.6 - - 5.6
大 企 業 100.0 24.1 35.4 5.1 35.4 - 2.5

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 80.0 62.5 33.3 4.2 - - -
大 企 業 100.0 33.3 50.0 16.7 - - 16.7

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 86.4 63.2 21.1 - - 15.8 5.3
大 企 業 100.0 61.1 27.8 5.6 - 5.6 -

　医療，福祉 中小企業 96.7 58.8 30.3 10.9 - - 0.8
大 企 業 100.0 46.7 41.7 6.7 1.7 3.3 3.3

　複合サービス事業 中小企業 100.0 66.7 33.3 - - - -
大 企 業 100.0 59.1 40.9 - - - -

　サービス業 中小企業 87.8 65.3 26.4 6.9 - 1.4 2.8
大 企 業 100.0 31.6 47.4 15.8 - 5.3 5.3

区　　　　分
休　　業　　期　　間

有給
事業所

育児休業制
度を定めて
いる事業所



第14図 育児休業制度

中
小
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2.4

97.6

有給

無給



イ 育児休業制度の利用状況

① 育児休業制度利用者の事業所割合

平成20年７月１日から平成21年６月30日までの１年間に出産した者（配偶者

が出産した男性を含む）がいた事業所について、育児休業制度の利用者（予定

含む）がいた事業所の割合は49.7％で、規模別にみると、中小企業は44.4％、

大企業は61.8％となっている （第33表）。

第33表 育児休業制度利用者の事業所数

② 育児休業制度利用者の労働者割合

平成20年７月１日から平成21年６月30日までの１年間に出産した者（配偶者

が出産した男性を含む）がいた事業所について、育児休業制度の利用者（予定

含む）の割合を男女別にみると、女性は89.5％、男性は0.7％となっている。

（第34表）

第34表 育児休業制度利用者の労働者数

　　　　　　　単位：事業所、（　）内：％

区　　　分

規　模　計 590 (100.0) 293 (49.7) 297 (50.3)

中 小 企 業 412 (100.0) 183 (44.4) 229 (55.6)

大　企　業 178 (100.0) 110 (61.8) 68 (38.2)

育児休業制度の利用者が
いなかった事業所

育児休業制度の利用者がい
た事業所（予定含む）

出産者がいた（配偶者が出産
した男性を含む）事業所計

単位：人、（　）内：％

規 模 計 879 (100.0) 6 (0.7) 873 (99.3) 685 (100.0) 613 (89.5) 72 (10.5)

中小企業 559 (100.0) 3 (0.5) 556 (99.5) 349 (100.0) 308 (88.3) 41 (11.7)

大 企 業 320 (100.0) 3 (0.9) 317 (99.1) 336 (100.0) 305 (90.8) 31 (9.2)

配偶者が出産した
男性労働者計

区　　分

男　　　　　性 女　　　　　性

育児休業制度を利
用しなかった女性
労働者

育児休業制度を利
用した女性労働者
（予定含む）

出産した
女性労働者計

育児休業制度を利
用しなかった男性
労働者

育児休業制度を利
用した男性労働者
（予定含む）





(2) 介護休業制度

ア 介護休業制度の規定状況

介護休業制度を労働協約、就業規則等で定めている事業所の割合は、中小企業で

81.9％、大企業で100.0％となっている。このうち中小企業では3.1％、大企業では

2.7％が休業中の全期間または一部期間有給となっている。

。取得可能な期間は、中小企業、大企業ともに「のべ93日」が最も多くなっている

（第35表、第15図)

第35表 介護休業制度の規定状況

      単位：％

連続した
３ヶ月

のべ９３日 ９３日を超
え１年未満

1年以上 その他

 産 　業 　計 規 模 計 86.1 31.0 50.8 11.4 2.0 4.8 3.0
中小企業 81.9 38.4 49.4 6.0 1.3 5.0 3.1
大 企 業 100.0 11.2 54.7 25.9 4.0 4.2 2.7

　建　設　業 中小企業 76.9 42.9 43.7 3.6 1.6 8.1 3.2
大 企 業 100.0 6.3 68.8 6.3 12.5 6.3 18.8

　製　造　業 中小企業 85.4 38.9 51.5 5.6 1.3 2.6 3.6
大 企 業 100.0 17.6 29.4 29.4 - 23.5 5.9

　情報通信業 中小企業 100.0 55.6 33.3 11.1 - - -
大 企 業 100.0 - 66.7 - 16.7 16.7 16.7

　運輸業，郵便業 中小企業 84.3 33.3 53.3 12.0 1.3 - 4.0
大 企 業 100.0 20.0 60.0 6.7 - 13.3 -

　卸売業，小売業 中小企業 77.6 41.2 50.0 4.9 - 3.9 3.4
大 企 業 100.0 12.5 67.4 13.9 4.2 2.1 -

　金融業，保険業 中小企業 100.0 11.1 72.2 5.6 5.6 5.6 5.6
大 企 業 100.0 1.3 6.3 84.8 3.8 3.8 3.8

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 73.3 18.2 72.7 9.1 - - -
大 企 業 100.0 - 83.3 - 16.7 - 16.7

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 72.7 37.5 50.0 - - 12.5 -
大 企 業 100.0 27.8 61.1 5.6 - 5.6 -

　医療，福祉 中小企業 72.7 37.3 46.4 9.1 - 7.3 -
大 企 業 100.0 18.3 71.7 8.3 - 1.7 1.7

　複合サービス事業 中小企業 89.4 22.2 66.7 - - 11.1 -
大 企 業 100.0 - 90.9 - 4.5 4.5 -

　サービス業 中小企業 100.0 31.9 44.9 8.7 5.8 8.7 5.8
大 企 業 100.0 15.8 52.6 21.1 10.5 - 5.3

区　　　　分
介護休業制
度を定めて
いる事業所

休　業　期　間
有給
事業所



第15図 介護休業制度

イ 介護休業制度の利用状況

介護休業制度を労働協約、就業規則等に定めてある事業所で、平成20年７月１日か

ら平成21年６月30日までに介護休業制度の利用者がいた事業所の割合は2.5％で、規模

別にみると、中小企業で2.1％、大企業で3.5％となっている （第36表）。

第36表 介護休業制度利用者の事業所数

中
小
企
業

大
企
業

〈規定の有無〉

18.1

81.9

規定あり

規定なし

100.0

〈休業期間〉

6.0

1.3 5.0

38.4

49.4

連続した３ヶ月

のべ９３日

９３日を超え１年未満

１年以上

その他

25.9

4.0
4.2 11.2

54.7

〈金銭の支給状況〉

3.1

96.9

有給

無給

2.7

97.3

　　単位：事業所、（　）内：％

区　分

規 模 計 1,484 （100.0） 37 (2.5) 1,447 (97.5)

中小企業 1,082 （100.0） 23 (2.1) 1,059 (97.9)

大 企 業 402 （100.0） 14 (3.5) 388 (96.5)

介護休業制度の
規定事業所計

介護休業制度の
利用者がいた事業所

介護休業制度の
利用者がいなかった事業所



９ 仕事と家庭の両立のための支援制度

働きながら育児や介護をする労働者に対する支援制度のある事業所の割合は、育児

については71.6％、介護については66.4％となっている （第37表）。

第37表 仕事と家庭の両立のための支援制度

【育児に関するもの】  単位：％

勤務時
間短縮
制度

フレッ
クスタ
イム制

勤務時間
の繰上
げ・
繰下げ

経費の
援助措置

再雇用
制度

所定外
労働の
免除

転勤・
配置転
換の際
の配慮

事業所内
託児所

子ども
の看護
のため
の休暇

産 　業 　計 規 模 計 71.6 78.7 7.3 39.7 2.4 11.1 55.9 17.5 1.2 42.3
中小企業 65.2 79.1 6.3 41.7 1.9 11.1 50.2 15.0 0.9 36.1
大 企 業 92.5 77.7 9.7 35.2 3.8 11.0 69.1 23.4 1.9 56.5

　建　設　業 中小企業 59.2 83.7 6.8 38.9 1.6 9.5 44.2 11.6 - 33.2
大 企 業 93.8 73.3 6.7 46.7 13.3 6.7 73.3 13.3 - 46.7

　製　造　業 中小企業 67.3 81.2 3.3 47.3 1.7 8.8 56.1 11.3 - 35.6
大 企 業 94.1 75.0 6.3 31.3 - - 62.5 18.8 - 43.8

　情報通信業 中小企業 77.8 42.9 42.9 - - - 14.3 28.6 - -
大 企 業 83.3 100.0 40.0 20.0 - 40.0 20.0 - - 40.0

　運輸業，郵便業 中小企業 73.0 73.8 9.2 44.6 1.5 16.9 33.8 13.8 1.5 33.8
大 企 業 86.7 100.0 - 46.2 - - 76.9 15.4 - 53.8

　卸売業，小売業 中小企業 58.9 76.1 7.7 41.9 1.9 14.8 55.5 17.4 - 35.5
大 企 業 86.8 87.2 18.4 37.6 1.6 20.0 57.6 22.4 - 44.8

　金融業，保険業 中小企業 88.9 68.8 - 18.8 6.3 12.5 50.0 18.8 - 56.3
大 企 業 100.0 41.8 - 12.7 7.6 3.8 84.8 10.1 - 87.3

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 43.3 84.6 - 46.2 - 15.4 30.8 - - 46.2
大 企 業 100.0 100.0 33.3 33.3 - 33.3 66.7 33.3 - 100.0

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 72.7 75.0 18.8 37.5 12.5 6.3 31.3 12.5 - 18.8
大 企 業 100.0 88.9 5.6 38.9 5.6 27.8 66.7 55.6 - 27.8

　医療，福祉 中小企業 84.6 81.7 6.7 35.6 1.0 13.5 58.7 26.9 6.7 47.1
大 企 業 90.0 88.9 5.6 57.4 - 5.6 79.6 35.2 13.0 50.0

　複合サービス事業 中小企業 77.8 100.0 - 28.6 - 14.3 57.1 - - 28.6
大 企 業 100.0 95.5 - 40.9 - - 81.8 31.8 - 77.3

　サービス業 中小企業 59.8 67.3 4.1 49.0 2.0 6.1 46.9 18.4 - 34.7
大 企 業 100.0 78.9 15.8 31.6 15.8 - 47.4 31.6 - 36.8

区　　　　　分

うち採用している制度（複数回答）
支援
制度
あり



【介護に関するもの】      単位：％

勤務時間
短縮制度

フレック
スタイム
制

勤務時間の
繰上げ・
繰下げ

経費の
援助措置

再雇用
制度
所定外労働
の免除

転勤・配
置転換の
際の配慮

産 　業 　計 規 模 計 66.4 79.5 7.0 38.0 3.5 10.8 50.6 17.6
中小企業 59.2 80.8 5.8 39.3 2.2 10.9 46.4 15.5
大 企 業 90.0 76.5 9.7 35.4 6.4 10.8 59.7 22.1

　建　設　業 中小企業 55.5 85.4 7.9 39.3 2.8 9.6 39.3 11.8
大 企 業 93.8 86.7 6.7 53.3 13.3 6.7 66.7 20.0

　製　造　業 中小企業 62.0 83.2 3.2 44.1 1.8 8.2 50.0 11.4
大 企 業 82.4 71.4 14.3 28.6 7.1 - 35.7 14.3

　情報通信業 中小企業 88.9 50.0 37.5 - - - 25.0 25.0
大 企 業 66.7 75.0 50.0 25.0 - - 25.0 25.0

　運輸業，郵便業 中小企業 65.2 72.4 3.4 43.1 1.7 13.8 39.7 12.1
大 企 業 86.7 100.0 - 46.2 - - 76.9 15.4

　卸売業，小売業 中小企業 51.7 79.4 8.8 39.0 2.9 14.7 55.9 21.3
大 企 業 85.4 91.1 17.1 35.0 0.8 20.3 49.6 21.1

　金融業，保険業 中小企業 94.4 82.4 - 41.2 5.9 11.8 35.3 23.5
大 企 業 100.0 39.2 - 31.6 17.7 3.8 68.4 10.1

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 43.3 76.9 - 38.5 - 15.4 30.8 -
大 企 業 83.3 100.0 40.0 40.0 - 40.0 60.0 40.0

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 54.5 83.3 25.0 50.0 8.3 8.3 33.3 16.7
大 企 業 94.4 88.2 5.9 29.4 11.8 29.4 70.6 58.8

　医療，福祉 中小企業 73.2 81.1 4.4 22.2 - 12.2 52.2 23.3
大 企 業 88.3 79.2 5.7 45.3 - 5.7 75.5 34.0

　複合サービス事業 中小企業 77.8 100.0 - 28.6 - 14.3 57.1 -
大 企 業 95.5 95.2 - 28.6 - - 57.1 14.3

　サービス業 中小企業 52.4 67.4 - 51.2 2.3 11.6 39.5 23.3
大 企 業 94.7 72.2 16.7 22.2 16.7 - 44.4 27.8

区　　　　　分
支援
制度
あり

うち採用している制度（複数回答）



10 賃 金 制 度

賃金を決定する際に最も重視する要素は、管理職では、中小企業、大企業ともに「職

務遂行能力」が最も多く、それぞれ40.7％、32.2％となっている。管理職以外でも、中

小企業、大企業ともに「職務遂行能力」が最も多く、それぞれ46.2％、43.9％となって

いる （第38表）。

第38表 賃金の決定要素別事業所数割合

【管理職】         単位：％

年齢・勤
続、学歴
など

職務、職
種など仕
事の内容

職務遂行
能力

業績・
成果

 規　模　計 95.7 16.5 27.1 38.7 17.7 4.5

中 小 企 業 94.5 17.7 27.4 40.7 14.1 5.8
　建　設　業 95.3 13.4 29.1 43.8 13.7 4.9
　製　造　業 95.8 15.3 26.5 45.3 12.9 4.4
　情報通信業 100.0 11.1 55.6 22.2 11.1 -
　運輸業，郵便業 97.8 18.4 36.8 33.3 11.5 2.3
　卸売業，小売業 91.6 12.4 27.4 38.2 22.0 9.1
　金融業，保険業 100.0 33.3 16.7 44.4 5.6 -
　宿泊業，飲食サービス業 83.3 28.0 32.0 32.0 8.0 20.0
　生活関連サービス業，娯楽業　 86.4 21.1 21.1 36.8 21.1 15.8
　医療，福祉 95.9 45.8 18.6 28.0 7.6 4.2
　複合サービス事業 100.0 66.7 - 33.3 - -
　サービス業 93.9 11.7 27.3 49.4 11.7 6.5

 大　企　業 99.7 12.4 26.1 32.2 29.3 0.3
　建　設　業 100.0 6.3 18.8 50.0 25.0 -
　製　造　業 100.0 11.8 17.6 35.3 35.3 -
　情報通信業 100.0 16.7 16.7 16.7 50.0 -
　運輸業，郵便業 93.3 7.1 35.7 35.7 21.4 7.1
　卸売業，小売業 100.0 6.3 16.7 31.3 45.8 -
　金融業，保険業 100.0 1.3 64.6 30.4 3.8 -
　宿泊業，飲食サービス業 100.0 33.3 - 33.3 33.3 -
　生活関連サービス業，娯楽業　 100.0 27.8 11.1 16.7 44.4 -
　医療，福祉 100.0 36.7 13.3 33.3 16.7 -
　複合サービス事業 100.0 22.7 22.7 40.9 13.6 -
　サービス業 100.0 15.8 10.5 42.1 31.6 -

不明等区  　分
有効回答
事業所
割合

最も重視する賃金の決定要素



【管理職以外】         単位：％

年齢・勤
続、学歴
など

職務、職
種など仕
事の内容

職務遂行
能力

業績・
成果

 規　模　計 99.0 21.0 21.4 45.7 11.8 1.0

中 小 企 業 98.7 21.0 22.1 46.2 10.7 1.3
　建　設　業 98.1 13.7 15.6 65.1 5.7 1.9
　製　造　業 99.2 21.3 22.7 47.4 8.5 0.9
　情報通信業 100.0 11.1 22.2 55.6 11.1 -
　運輸業，郵便業 100.0 22.5 20.2 30.3 27.0 -
　卸売業，小売業 98.1 11.6 25.6 43.4 19.4 1.9
　金融業，保険業 100.0 72.2 11.1 11.1 5.6 -
　宿泊業，飲食サービス業 100.0 26.7 33.3 30.0 10.0 -
　生活関連サービス業，娯楽業　 100.0 40.0 35.0 25.0 - -
　医療，福祉 99.2 43.4 27.9 25.4 3.3 0.8
　複合サービス事業 100.0 44.4 22.2 33.3 - -
　サービス業 97.6 25.0 22.5 43.8 8.8 2.5

 大　企　業 100.0 21.3 18.9 43.9 15.8 -
　建　設　業 100.0 31.3 6.3 50.0 12.5 -
　製　造　業 100.0 17.6 23.5 47.1 11.8 -
　情報通信業 100.0 33.3 16.7 16.7 33.3 -
　運輸業，郵便業 100.0 66.7 20.0 - 13.3 -
　卸売業，小売業 100.0 13.9 6.9 51.4 27.8 -
　金融業，保険業 100.0 11.4 38.0 46.8 3.8 -
　宿泊業，飲食サービス業 100.0 50.0 16.7 33.3 - -
　生活関連サービス業，娯楽業　 100.0 22.2 27.8 22.2 27.8 -
　医療，福祉 100.0 36.7 23.3 40.0 - -
　複合サービス事業 100.0 40.9 9.1 50.0 - -
　サービス業 100.0 15.8 15.8 47.4 21.1 -

不明等区  　分
有効回答
事業所
割合

最も重視する賃金の決定要素



11 賃金の支払い形態

賃金の支払い形態は「月給制」の労働者の割合が71.1％と最も多くなっている。規模別

にみると、中小企業、大企業ともに「月給制」が最も多く、それぞれ73.1％、67.4％とな

っている。(第39表）

第39表 賃金の支払い形態（労働者割合）

注 「時給制 ：時間単位で賃金を決める方式」

「月給制 ：月単位で賃金を決める方式」

「日給制 ：日単位で賃金を決める方式」

「年俸制 ：年単位で賃金を決める方式」

単位：％

時給制 日給制 月給制 年俸制 その他

 産　業　計 規 模 計 18.9 8.6 71.1 0.7 0.7
中小企業 15.3 10.2 73.1 0.6 0.9
大 企 業 25.9 5.5 67.4 1.1 0.2

　建　設　業 中小企業 2.3 16.7 79.9 0.8 0.2
大 企 業 0.9 2.5 94.0 2.6 -

　製　造　業 中小企業 13.2 9.7 76.5 0.6 0.0
大 企 業 5.4 2.3 91.3 1.0 -

　情報通信業 中小企業 3.8 - 95.9 0.3 -
大 企 業 1.8 - 96.5 1.8 -

　運輸業，郵便業 中小企業 16.5 12.1 64.3 0.1 7.0
大 企 業 12.7 5.3 81.9 0.1 -

　卸売業，小売業 中小企業 26.0 3.2 68.4 0.9 1.5
大 企 業 56.4 2.4 40.9 0.2 0.0

　金融業，保険業 中小企業 5.7 4.3 90.0 - -
大 企 業 9.1 - 90.7 0.2 -

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 46.2 5.7 47.4 0.5 0.2
大 企 業 30.1 - 68.9 1.0 -

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 28.2 11.0 54.2 0.4 6.1
大 企 業 31.3 10.0 51.0 0.8 6.9

　医療，福祉 中小企業 16.7 5.0 78.1 0.2 -
大 企 業 15.7 4.7 77.0 2.6 0.0

　複合サービス事業 中小企業 - 27.0 72.7 - 0.3
大 企 業 9.8 18.2 71.0 0.9 -

　サービス業 中小企業 29.4 18.0 52.3 0.2 0.1
大 企 業 8.4 31.6 59.5 - 0.5

区　　　　　分





12 定年制度

(1) 定年制の有無と定年年齢

。定年制を実施している事業所は、中小企業で94.8％、大企業で99.5％となっている

産業別にみると、中小企業では 「金融業，保険業」及び「複合サービス事業」で全て、

の事業所が定年制度を導入している。大企業では 「医療，福祉」及び「サービス業」、

を除く産業の全ての事業所で定年制度を導入している （第40表）。

第40表 定年制の有無と定年年齢

単位：事業所

59歳
以下
60歳 61歳
以上
平均年齢

％ 歳 ％
産　業　計 規模計 1,723 1,652 (95.9) 1 1,410 241 60.7 71 (4.1)

中小企業 1,321 1,252 (94.8) 1 1,033 218 60.8 69 (5.2)
大企業 402 400 (99.5) - 377 23 60.2 2 (0.5)

建設業 中小企業 321 308 (96.0) - 228 80 61.3 13 (4.0)
大企業 16 16 (100.0) - 16 - 60.0 - -

製造業 中小企業 355 345 (97.2) - 298 47 60.7 10 (2.8)
大企業 17 17 (100.0) - 16 1 60.3 - -

情報通信業 中小企業 9 8 (88.9) - 8 - 60.0 1 (11.1)
大企業 6 6 (100.0) - 6 - 60.0 - -

運輸業，郵便業 中小企業 89 87 (97.8) - 70 17 60.7 2 (2.2)
大企業 15 15 (100.0) - 14 1 60.3 - -

卸売業，小売業 中小企業 263 240 (91.3) 1 202 37 60.7 23 (8.7)
大企業 144 144 (100.0) - 135 9 60.2 - -

金融業，保険業 中小企業 18 18 (100.0) - 17 1 60.1 - -
大企業 79 79 (100.0) - 78 1 60.1 - -

宿泊業，飲食サービス業 中小企業 30 26 (86.7) - 22 4 61.0 4 (13.3)
大企業 6 6 (100.0) - 6 - 60.0 - -

生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 22 21 (95.5) - 20 1 60.2 1 (4.5)
大企業 18 18 (100.0) - 18 - 60.0 - -

医療，福祉 中小企業 123 115 (93.5) - 104 11 60.5 8 (6.5)
大企業 60 59 (98.3) - 49 10 60.7 1 (1.7)

複合サービス事業 中小企業 9 9 (100.0) - 8 1 60.6 - -
大企業 22 22 (100.0) - 22 - 60.0 - -

サービス業 中小企業 82 75 (91.5) - 56 19 61.4 7 (8.5)
大企業 19 18 (94.7) - 17 1 60.2 1 (5.3)

事業所数 あ　　り区   分 な　し



(2) 定年延長の予定

定年制を採用している事業所のうち、定年延長の予定がある事業所は237事業所で

14.3％となっている。規模別にみると、中小企業が206事業所で16.5％、大企業が31事

業所で7.8％となっている。

延長後の定年予定年齢は、平均で64.9歳となっている。規模別にみると、中小企業

で64.9歳、大企業で64.7歳と中小企業が0.2歳高くなっている （第41表）。

第41表 定年延長の予定の有無と延長後の定年予定年齢

注：第41表の事業所数は、第40表において定年制が「ある」と回答した事業所数である。

単位：事業所

64歳
以下
65歳
66歳
以上

％ 歳
産　業　計 規模計 1,652 237 (14.3) 42 182 13 64.9 903 512

中小企業 1,252 206 (16.5) 34 160 12 64.9 651 395
大企業 400 31 (7.8) 8 22 1 64.7 252 117

建設業 中小企業 308 57 (18.5) 7 45 5 65.2 160 91
大企業 16 2 (12.5) - 2 - 65.0 8 6

製造業 中小企業 345 45 (13.0) 8 34 3 65.0 180 120
大企業 17 - ( - ) - - - - 8 9

情報通信業 中小企業 8 1 (12.5) - 1 - 65.0 5 2
大企業 6 - ( - ) - - - - 4 2

運輸業，郵便業 中小企業 87 16 (18.4) 4 11 1 64.8 41 30
大企業 15 2 (13.3) 2 - - 64.0 10 3

卸売業，小売業 中小企業 240 50 (20.8) 8 40 2 64.9 114 76
大企業 144 10 (6.9) 3 6 1 65.1 81 53

金融業，保険業 中小企業 18 1 (5.6) - 1 - 65.0 15 2
大企業 79 - ( - ) - - - - 70 9

宿泊業，飲食サービス業 中小企業 26 3 (11.5) - 3 - 65.0 13 10
大企業 6 1 (16.7) - 1 - 65.0 4 1

生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 21 5 (23.8) - 5 - 65.0 9 7
大企業 18 1 (5.6) - 1 - 65.0 9 8

医療，福祉 中小企業 115 16 (13.9) 2 14 - 64.6 67 32
大企業 59 10 (16.9) 1 9 - 64.7 33 16

複合サービス事業 中小企業 9 - ( - ) - - - - 7 2
大企業 22 - ( - ) - - - - 15 7

サービス業 中小企業 75 12 (16.0) 5 6 1 64.6 40 23
大企業 18 5 (27.8) 2 3 - 64.2 10 3

区　　分 なし 不明
平均年齢

あ　り
事業所数
（※）



(3) 継続雇用

定年制を採用している事業所のうち、継続雇用を制度化している事業所は91.9％で、

そのうち再雇用制度のみ採用している事業所が1,174事業所（77.3％）、勤務延長のみ

を採用している事業所が136事業所（9.0％）、再雇用と勤務延長を併用している事業所

が185事業所（12.2％）となっている。

規模別にみると、中小企業では90.2％の事業所が継続雇用を制度化しており、再雇用

制度のみ採用している事業所が831事業所（73.6％）で最も多くなっている。大企業で

は97.3％の事業所が継続雇用を制度化しており、再雇用制度のみ採用している事業所

が343事業所（88.2％）で最も多くなっている （第42表）。

第42表 継続雇用制度の有無と形態

。注：第42表中の事業所数は、第40表において定年制が「ある」と回答した事業所数である

単位：事業所

再雇用 勤務延長
再雇用・
勤務延長
併用

その他

％
産　業　計 規模計 1,652 1,518 (91.9) 1,174 136 185 23 134

中小企業 1,252 1,129 (90.2) 831 118 161 19 123
大企業 400 389 (97.3) 343 18 24 4 11

建設業 中小企業 308 279 (90.6) 185 38 52 4 29
大企業 16 15 (93.8) 13 - 2 - 1

製造業 中小企業 345 317 (91.9) 243 32 37 5 28
大企業 17 14 (82.4) 13 1 - - 3

情報通信業 中小企業 8 6 (75.0) 4 2 - - 2
大企業 6 6 (100.0) 4 2 - - -

運輸業，郵便業 中小企業 87 81 (93.1) 63 5 13 - 6
大企業 15 15 (100.0) 12 - 2 1 -

卸売業，小売業 中小企業 240 205 (85.4) 155 16 31 3 35
大企業 144 141 (97.9) 118 10 12 1 3

金融業，保険業 中小企業 18 18 (100.0) 18 - - - -
大企業 79 78 (98.7) 76 1 1 - 1

宿泊業，飲食サービス業 中小企業 26 26 (100.0) 17 4 2 3 -
大企業 6 6 (100.0) 6 - - - -

生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 21 19 (90.5) 14 2 2 1 2
大企業 18 18 (100.0) 17 - 1 - -

医療，福祉 中小企業 115 104 (90.4) 84 7 11 2 11
大企業 59 57 (96.6) 48 4 4 1 2

複合サービス事業 中小企業 9 8 (88.9) 8 - - - 1
大企業 22 22 (100.0) 21 - 1 - -

サービス業 中小企業 75 66 (88.0) 40 12 13 1 9
大企業 18 17 (94.4) 15 - 1 1 1

制度なし区   分 事業所数
（※） 制　度　あ　り





13 関東甲信各都県との比較（中小企業）

関東甲信越の１都７県では、所定内賃金と初任給について共同調査を実施している。

(1) 所定内賃金

所定内賃金について、東京都の金額を100として単純に比較すると、本県の値は72.6

となっている （第43表）。

第43表 都県別所定内賃金

産業別に東京都の金額を100として本県と比較すると 「運輸業」で最も格差が小さ、

く 「金融・保険業」で最も大きくなっている （第44表）、 。

第44表 産業別各都県の比較

、注：一部の県で第11回（平成14年３月）改定の日本標準産業分類を使用しているため

ここでは第11回改定の日本標準産業分類での比較となっている。

区分 年  齢 勤続年数 所定内賃金 都県間格差
歳 年 円

東 京 都 40.6 10.7 335,398 100.0
茨 城 県 40.5 12.8 266,545 79.5
埼 玉 県 41.6 11.4 290,130 86.5
神奈川県 41.0 10.9 303,050 90.4
千 葉 県
山 梨 県 40.8 11.5 268,257 80.0
長 野 県 41.6 11.2 261,204 77.9
新 潟 県 42.6 12.1 243,610 72.6

区　分 調査産業計 建設業 製造業 運輸業 卸売・
小売業

金融・
保険業

サービス業

東 京 都 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
茨 城 県 79.5 92.4 82.8 85.4 86.2 71.2 112.0
埼 玉 県 86.5 100.3 88.7 95.8 92.0 81.3 95.0
神奈川県 90.4 98.5 96.6 100.8 87.2 80.7 101.9
千 葉 県
山 梨 県 80.0 92.8 80.9 90.0 82.4 82.0 79.4
長 野 県 77.9 92.0 81.6 90.4 86.9 77.3 89.0
新 潟 県 72.6 78.5 74.0 83.6 76.3 62.8 82.7



(2) 初任給

関東甲信越各都県の初任給は、以下のとおりである （第45表）。

第45表 初任給

注１：新潟県については、区分が異なり 「事務・技術 「生産」で調査している。、 」、

注２：茨城県、東京都、神奈川県及び新潟県は男女計の数値となっている。

注３：千葉県については、平成22年３月18日現在集計中である。

単位：円

事務
(男性)

技術・生産
(男性)

事務
(女性)

事務
(男性)

技術
(男性)

茨 城 県 155,788 161,772 155,788 185,556 191,733
埼 玉 県 160,322 169,994 160,322 199,106 199,976
東 京 都 169,471 181,043 169,471 202,226 209,740
神奈川県 161,900 164,100 161,900 198,900 208,300
千 葉 県
山 梨 県 155,833 160,985 152,037 181,147 187,100
長 野 県 161,000 160,000 163,200 193,300 197,000

事務・技術
（男性）

生産
（男性）

事務・技術
（女性）

事務・技術
（男性）

生産
（男性）

新 潟 県 158,201 153,160 158,201 183,408 182,219

区　　分
高　校　卒 大　学　卒



14 パートタイム労働者の賃金等

(1) 集計労働者数

集計対象となったパートタイム労働者数は5,391人で、うち男性は821人（15.2％ 、）

女性は4,570人（84.8％）で、女性の方が高い割合となっている。

(2) 平均年齢、勤続年数

パートタイム労働者の平均年齢は45.8歳、勤続年数は5.6年となっている。

(3) 実労働時間数

パートタイム労働者の平成21年７月の実労働時間数は111.1時間で、その内訳は所定

内労働時間109.7時間、所定外労働時間1.4時間となっている （第46表)。

(4) 所定内賃金

パートタイム労働者の月間所定内賃金は、100,052円となっている。

また、月間所定内賃金を、月間所定内労働時間数で除した１時間当たりの所定内賃

金は912円となっている。産業別に１時間当たりの所定内賃金をみると 「生活関連サ、

ービス業，娯楽業」で1,103円と最も高く 「製造業」で840円と最も低くなっている。、

（第47表）

第46表 月間実労働時間数

第47表 １時間当たりの所定内賃金

区　　分 総実労働時間数 所定内労働時間数 所定外労働時間数

 産　  業  　計 111.1 109.7 1.4
　建　設　業 108.8 106.8 2.0
　製　造　業 122.6 121.1 1.6
　情報通信業 122.5 121.1 1.4
　運輸業，郵便業 112.1 110.2 1.9
　卸売業，小売業 110.0 108.8 1.2
　金融業，保険業 119.3 117.4 1.9
　宿泊業，飲食サービス業 113.1 111.4 1.7
　生活関連サービス業，娯楽業 101.9 100.3 1.5
　医療，福祉 102.5 101.7 0.7
　複合サービス事業 136.1 135.6 0.4
　サービス業 103.3 99.9 3.4

区　　分 １ 時間当た り の
所定内賃金 産業間格差

円
 産　  業  　計 912 100.0
　建　設　業 959 105.2
　製　造　業 840 92.1
　情報通信業 939 103.0
　運輸業，郵便業 883 96.8
　卸売業，小売業 888 97.3
　金融業，保険業 989 108.4
　宿泊業，飲食サービス業 923 101.2
　 生 活 関 連サ ー ビ ス業 ， 娯 楽 業 1,103 120.9
　 医療 ， 福祉 1,017 111.5
　複合サービス事業 969 106.3
　サービス業 902 98.8


